
「個別公共事業の評価書－平成２０年度－」の正誤表

頁 正 誤

1

２．今回の評価結果について
　今回は、平成２１年度予算に向けた評価として、個別箇所で予算内示をされた事業を含め、新規事業
採択時評価４４６件、再評価３，６３２件及び完了後の事後評価８５件を実施した。事業種別ごとの件
数一覧は別添２及び別添４、評価結果は別添３及び別添５のとおりである。
　再評価及び完了後の事後評価にあたって、個別事業ごとに事業評価監視委員会から意見等を聴取した。
今後とも、これらを踏まえ適切に個別公共事業評価を実施することとしている。

２．今回の評価結果について
　今回は、平成２１年度予算に向けた評価として、個別箇所で予算内示をされた事業を含め、新規事業
採択時評価４４６件、再評価３，６３８件及び完了後の事後評価８５件を実施した。事業種別ごとの件
数一覧は別添２及び別添４、評価結果は別添３及び別添５のとおりである。
　再評価及び完了後の事後評価にあたって、個別事業ごとに事業評価監視委員会から意見等を聴取した。
今後とも、これらを踏まえ適切に個別公共事業評価を実施することとしている。
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232 削除 再々評価 258 414 265 1.6

・ＣＯ2及びＮＯｘ等の排出量
が軽減される。
・輸送コストの削減により、地
域産業の国際競争力の向上
を図ることができる。また、荷
主等事業者からの要望も非
常に大きい。

継続

本省港湾局
計画課

（課長　難波
喬司）

【内訳】
　輸送コストの削減効果：
406.7億円
　残存価値：7.3億円
　
【主な根拠】
　平成29年予測取扱貨物量：
　・石炭　　　：483千ﾄﾝ/年
  ・完成自動車：950千ﾄﾝ/年

・外貿貨物（石炭や完成自動車）の増
加に対応した大型岸壁を拡充すること
で、陸上輸送コストの削減による物流
効率化が図られ、地域産業の競争力強
化に資することから本ターミナルの必
要性は高い。
・周辺地域や臨海部企業等からも積極
的な整備要請があり、円滑な事業進捗
が見込まれる。
・建設コスト縮減に向け、新技術（Ｌ
型消波防波堤）の開発及び新工法の採
用等の取り組みを実施。

苅田港　新松山地
区
多目的国際ターミ
ナル整備事業
九州地方整備局

【公共事業関係費】

再評価実施箇所数 再評価結果

うち見直
し継続

河川事業
直轄事業 6 63 19 88 88

補助事業等 1 12 432 445 405 40

ダム事業 直轄事業等 23 8 31 30 1

補助事業 31 6 37 31 3 1 5

砂防事業等 直轄事業 1 16 1 18 18

補助事業等 1 37 64 102 102

海岸事業 直轄事業 5 5 5

補助事業等 9 45 2 56 54 2

道路・街路事業 直轄事業等 1 14 2 142 1 160 158 2 1 1

補助事業等 46 66 6 118 117 5 1

都市防災総合推進事業 補助事業 3 3 3

港湾整備事業 直轄事業 2 19 21 21

補助事業等 17 27 4 48 46 2

土地区画整理事業 1 23 66 3 93 90 3

市街地再開発事業 2 14 1 17 12 5

都市再生推進事業 1 10 1 12 11 1

住宅市街地基盤整備事業 1 28 23 7 59 55 1 3

住宅市街地総合整備事業 22 20 42 32 10

下水道事業 67 2,035 62 2,164 2,163 1

都市公園事業 8 103 2 113 113

合　　　　計 6 307 2 3,194 123 3,632 3,554 10 11 67

評価
手続中

事　　　業　　　区　　　分 ５年
未着工

10年
継続中

準備計

画５年

再々
評価

その他 計
継　　続

中止

【公共事業関係費】

再評価実施箇所数 再評価結果

うち見直
し継続

河川事業
直轄事業 6 63 19 88 88

補助事業等 1 12 432 445 405 40

ダム事業 直轄事業等 23 8 31 30 1

補助事業 31 6 37 31 3 1 5

砂防事業等 直轄事業 1 16 1 18 18

補助事業等 1 37 64 102 102

海岸事業 直轄事業 5 5 5

補助事業等 9 45 2 56 54 2

道路・街路事業 直轄事業等 1 14 2 142 1 160 158 2 1 1

補助事業等 46 66 6 118 117 5 1

都市防災総合推進事業 補助事業 3 3 3

港湾整備事業 直轄事業 2 20 22 22

補助事業等 1 18 30 4 53 48 1 4

土地区画整理事業 1 23 66 3 93 90 3

市街地再開発事業 2 14 1 17 12 5

都市再生推進事業 1 10 1 12 11 1

住宅市街地基盤整備事業 1 28 23 7 59 55 1 3

住宅市街地総合整備事業 22 20 42 32 10

下水道事業 67 2,035 62 2,164 2,163 1

都市公園事業 8 103 2 113 113

合　　　　計 7 308 2 3,198 123 3,638 3,557 10 12 69

評価
手続中

事　　　業　　　区　　　分 ５年
未着工

10年
継続中

準備計

画５年

再々
評価

その他 計
継　　続

中止



234 削除

236 削除

236 削除

239 削除

239 削除

5年未着
工

1.7 - - - - 中止

本省港湾局
計画課

（課長　難波
喬司）

高知港横浜地区
海域環境創造・自
然再生等事業
高知県

-
事業実施箇所の環境状況を踏まえ、事
業を完了することとした。

再々評価 － － － － － 評価手続中

九州地方整
備局

港湾空港部
港湾計画課
（課長　濵
口信彦）

隼人港　外港地区
国内物流ターミナ
ル整備事業
鹿児島県

－ －

再々評価 － － － － － 評価手続中

九州地方整
備局

港湾空港部
海洋環境・

技術課
（課長　長
掛哲弘）

日出港　尖地区
港湾緑地整備事業
大分県

－ －

10年継続
中

4.7 6.2 4.4 1.4
・事業により新たに創出さ
れる緑地の有効利用により
地域の振興が図られる。

継続

本省港湾局
計画課

（課長　難波
喬司）

宿毛湾港池島地区
緑地（Ⅱ）港湾環
境整備事業
高知県

【内訳】
環境の改善便益：6.0億円
その他便益：0.22億円
【主な根拠】
緑地背後居住区世帯数：2,130
世帯

・大規模な港湾施設や工業流通団地に
立地する工場と背後の居住区域や果樹
園芸地帯との緩衝地域が必要である。

再々評価 15 58 21 2.8

・水辺環境を創出し、野鳥
や水生生物等の生息できる
場の提供及び学習・体験の
場として期待される。
・日常的に海に触れ合い親
しむことができ、レクリ
エーション活動等地域の賑
わいの源となることが期待
される。

継続

本省港湾局
計画課

（課長　難波
喬司）

堺泉北港　泉北６
区港湾緑地整備事
業
大阪府

【内訳】
交流機会の増加による便益：
58億円
【主な根拠】
交流機会の増加による年間便
益：3.4億円

・本事業を実施することにより、交流
機会の増加等事業効果が見込まれるこ
とを確認した。
・本事業の実施にあたっては、ワーク
ショップ活動等により地元関係者と意
見交換しながら、事業を進めていく。



498

506 追加

【都市公園事業】

再々評価 8 19 10 1.8

・市指定文化財「虚空蔵山
城跡」を核として、里山の
自然と地域の歴史資源を活
用した地区公園を整備し、
里山愛護活動等を通じてふ
るさと意識の醸成や地域の
活性化、住民の福祉の向上
を図る。

継続

北陸地方
整備局
都市・住
宅整備課
（課長　細
萱英也）

再々評価 24 58 28 2.0

・本公園は、地域防災計画
において一次避難地として
位置づけられており、備蓄
倉庫等も備えている。

継続

近畿地方
整備局
都市整備

課
（課長　田
雑隆昌）

再々評価 233 2,071 976 2.1

・佐賀県総合計画におい
て、平成5年度以降重点プ
ロジェクトとして位置付け
られてており、今年度策定
された佐賀県総合計画2007
においても”県民が暮らし
の豊かさを実感できるよう
な佐賀県を作るための施
策”として『快適に暮らせ
る「まち」づくり』の具体
的な取組として位置付けら
れている。

継続

都市・地
域整備局
公園緑地

課
（課長　小
林昭）

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析
貨幣換算が困難な効果等

による評価
対応方針

担当課
（担当課
長名）

費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠

吉野ヶ里歴史公園
佐賀県

【内訳】
利用価値　：2071億円

【主な根拠】
誘致距離　：40km
誘致圏人口：423万人

辰口里山公園
能美市

【内訳】
利用価値　：19億円

【主な根拠】
誘致距離　：3km
誘致圏人口：1.8万人

宮の池公園
岸和田市

【内訳】
利用価値　：58億円

【主な根拠】
誘致距離　：1.5km
誘致圏人口：4.9万人

【公共事業関係費】

うち見直
し継続

河川事業 補助事業等 5 5 5

ダム事業 補助事業 2 2 4 3 1

1 1 1

港湾整備事業 補助事業等 1 1 2 4 2 1 1

1 3 4 8 5 3

住宅市街地基盤整備事業 3 3 2 1

都市公園事業 補助事業 3 3 3

2 5 0 15 6 28 21 0 1 6

市街地再開発事業

下水道事業

合　　計

再評価結果

５年
未着工

１０年
継続中

準備計
画５年

再々
評価

その他 計

継続

中止
評価

手続中

事　業　区　分

再評価実施箇所数

【公共事業関係費】

うち見直
し継続

河川事業 補助事業等 5 5 5

ダム事業 補助事業 2 2 4 3 1

1 1 1

港湾整備事業 補助事業等 1 1 2 4 2 1 1

1 3 4 8 5 3

住宅市街地基盤整備事業 3 3 2 1

2 5 0 12 6 25 18 0 1 6合　　計

５年
未着工

再評価実施箇所数

事　業　区　分

再評価結果

継続

中止
準備計
画５年

再々
評価

評価
手続中

１０年
継続中

その他 計

市街地再開発事業

下水道事業


